
会津若松市セーフティネット住宅供給促進事業補助金交付要綱

（令和７年４月１日決裁）

（令和８年４月１日改正）

　　　第１章　総則

　（趣旨）

第１条　この要綱は、住宅確保要配慮者の住生活の安定及び向上を図ることを目的とする会津若

松市住宅セーフティネット住宅供給促進事業補助金の交付に関し、住宅確保要配慮者に対する

賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112号。以下「法」という。）、住宅確

保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則（平成29年国土交通省令第63

号）、公的賃貸住宅家賃対策調整補助金交付要綱（平成18年国土交通省通知国住備第132号。

以下「交付要綱」という。）及び会津若松市補助金等の交付に関する規則（平成４年会津若松

市規則第１号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴　住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅　交付要綱第３第９号に規定する住宅をいう。

⑵　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅　交付要綱第３第10号に規定する住宅をいう。

⑶　賃貸人　家賃低廉化補助対象住宅に係る賃貸借契約書における賃貸人をいう。

⑷　暴力団員等　会津若松市暴力団排除条例（平成24年会津若松市条例第４号）第２条第１号

に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条例第10条に規定する社会的非難

関係者をいう。

⑸　子育て世帯　交付要綱第４第４項一ロ⑶①に規定する入居世帯

⑹　多子世帯　交付要綱第４第４項一ロ⑶②に規定する入居世帯

⑺　新婚世帯　交付要綱第４第４項一ロ⑶③に規定する入居世帯

⑻　低額所得者　前号に規定する方法で算出した月額所得額が15万８千円以下の者をいう。

⑼　所得　公営住宅法施行令（昭和26年政令第240号）第１条第３号に規定する収入と同様の

方法で算出した額をいう。

⑽　四半期　一の年度における、４月から６月までの期間（以下「第１四半期」という。）、

７月から９月までの期間（以下「第２四半期」という。）、10月から12月までの期間（以下

「第３四半期」という。）及び１月から３月までの期間（以下「第４四半期」という。）の

各期間をいう。

⑾　家賃債務保証料等　入居者（住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅に契約して入居する者。

以下同じ。）の委託を受けた者が、賃貸借契約に基づき当該入居者が負担すべき債務を保証

することをいう。

　　　第２章　家賃低廉化補助事業

　（補助対象住宅）

第３条　家賃低廉化補助対象住宅（以下、この章において「補助対象住宅」という。）は、次に

掲げる全ての要件を満たす住宅とする。　

⑴　市内にある住宅であり、住宅確保要配慮者専用賃貸住宅であること。

⑵　住宅確保要配慮者専用賃貸住宅として管理を開始してから10年（家賃及び家賃債務保証料

に係る補助の総額が第30条に規定する年あたりの限度額の10年間分を超えない場合にあっ

ては20年）以内であること。

⑶　減額前の家賃の額が、近傍同種の住宅の家賃の額と均衡を失しない水準以下であること。

⑷　入居者の選定方法その他賃貸の条件が次のアからエまでに定める基準に準じて、適正に定

められるものであること。

ア　賃貸人は、入居者を原則として公募すること。

イ　賃貸人は、抽選その他公正な方法により入居者を選定すること。

ウ　賃貸人は、入居者が不正な行為によって入居したときは、住宅確保要配慮者専用賃貸住

宅に係る賃貸借契約を解除することを賃貸の条件とすること。

エ　賃貸人は、次に掲げる場合を除くほか、賃借人から権利金、謝金等の金品を受領し、そ

の他の賃借人の不当な負担となることを賃貸の条件としないこと。



（ア）　毎月その月分の家賃を受領する場合

（イ）　家賃の３月分を超えない額の敷金を受領する場合

⑸　賃貸人（法人にあっては代表者又は役員、法人格を持たない団体にあっては代表者）が暴

力団員等ではないこと。

⑹　賃貸人が市税等を滞納していないこと。

⑺　次条第１号イの入居世帯が入居する住戸の床面積の規模は、40㎡以上であること。ただし、

入居世帯がひとり親世帯（子ども（18歳に達する日以降の最初の3月31日までの間にある

者）を養育している者が一人及び子どもが少なくとも一人属する世帯をいう。）の場合はこ

の限りではない。

　（入居者資格）

第４条　入居者は、住宅確保要配慮者専用賃貸住宅に新たに入居する者で、次の各号の条件をす

べて満たす者でなければならない。

⑴　入居世帯が次のア、イのいずれかを満たすこと。

　ア　入居者が福島県高齢者居住安定確保計画で定める高齢者又は交付要綱第４第４項第１号

ロ⑴に定める障がい者であること。

　イ　入居する世帯が、子育て世帯、多子世帯または新婚世帯であること。

⑵　入居世帯が第１号アの世帯である場合、単身者であること。

⑶　低額所得者であること。ただし、次のアからウまでに掲げるものの所得については，当該

アからウまでに定める金額であること 。

　ア　子育て世帯　21万４千円以下

　イ　多子世帯　25万９千円以下

　ウ　新婚世帯　21万４千円以下

⑷　市内に在住していること。

⑸　自ら住宅を所有していないこと。

⑹　市税を滞納していないこと。

⑺　生活保護法（昭和25年法律第144号）第14条に規定する住宅扶助（以下「住宅扶助」とい

う。）（受給開始の日が属する月の初日から起算して６月以内の場合を除く。）又は生活困

窮者自立支援法（平成25年法律第105号）第３条第３項に規定する生活困窮者住居確保給付

金を受給していないこと。

⑻　入居者が暴力団員等でないこと。

　（入居者資格の確認）

第５条　補助対象住宅に新たに入居しようとする者（以下「入居予定者」という。）は、入居資

格確認申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。

⑴　入居資格に係る同意書（第２号様式）

⑵　入居予定者の住民票の写し

⑶　入居予定者の直近の課税（非課税）証明書（所得金額の内訳及び控除の内訳が記載されて

いるもの）

⑷　入居予定者の納税証明書

⑸　その他市長が必要と認める書類

２　入居者は、毎年度６月末日までに、入居資格確認申請書に次に掲げる書類を添えて市長に申

請しなければならない。

⑴　入居資格に係る同意書

⑵　入居者の住民票の写し

⑶　入居者の直近の課税（非課税）証明書（所得金額の内訳及び控除の内訳が記載されている

もの）

⑷　入居者の納税証明書

⑸　その他市長が必要と認める書類

３　市長は、入居予定者または入居者から前２項に規定する書類の提出があったときは、その内

容を精査したうえ、入居資格の認定の可否を決定し、入居資格確認通知書（第３号様式）によ

り入居者に通知するものとする。



４　入居者は、前項の入居資格確認通知書（第２項の申請による通知書に限る。）の通知日から

１４日以内に、その写しを賃貸人に提出しなければならない。

　（家賃低廉化補助金の額等）

第６条　第４条第１号アに規定する入居世帯に対する家賃低廉化補助金の月額は次に掲げる額を

上限とし、補助対象住宅の低廉化前の家賃から公営住宅並み家賃を控除して得た額とする。

⑴　低廉化前の家賃が４万円以上の場合にあっては、２万円

⑵　低廉化前の家賃が４万円未満の場合にあっては、家賃を２で除した額（その額に千円未満

の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）

２　第４条第１号イに規定する入居世帯に対する家賃低廉化補助金の月額は次に掲げる額を上限

とし、補助対象住宅の低廉化前の家賃から公営住宅並み家賃を控除して得た額とする。

⑴　低廉化前の家賃が８万円以上の場合にあっては、４万円

　⑵　低廉化前の家賃が８万円未満の場合にあっては、家賃を２で除した額（その額に千円未満

の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）

３　前２項の公営住宅並み家賃は、公営住宅法施行令第２条の家賃算定基礎額に市町村立地係数

及び規模係数を乗じて得た額とする。

４　一年度の家賃低廉化補助金の額は、家賃低廉化補助金の月額に管理月数を乗じて得た額とす

る。

５　前項の管理月数は、補助対象住宅についての入居契約による入居日（家賃徴収の始期となる

日をいう。）が月の初日であるときはその月から、その日が月の初日以外の日であるときは翌

月から年度末までの期間とする。ただし、年度の途中において補助対象住宅の滅失等その管理

が終了した場合、管理が終了した月については日割り計算によって算出するものとする。

６　前項の管理月数の算定において次の各号のいずれかの住宅に該当することとなる期間を管理

月数から控除するものとする。

⑴　空家住宅

⑵　補助対象住宅に新たに入居者が入居した場合の第15条に規定する実績報告について、最初

の実績報告までに第12条に規定する入居届が提出されなかった住宅

⑶　入居者等が第４条に規定する入居資格を満たしていない住宅

　（家賃低廉化補助の期間）

第７条　第４条第１号アに該当する世帯の場合、家賃低廉化補助の期間は、第３条第２号に規定

する期間とする。

２　第４条第１号イに該当する世帯の場合、家賃低廉化補助の期間は、次の各号に定めるとおり

とする。

　⑴　子育て世帯及び多子世帯　６年以内

　⑵　新婚世帯　３年以内

　（家賃低廉化補助の交付申請）

第８条　賃貸人は、家賃低廉化補助金の交付を受けようとする場合、交付申請書（第４号様式）

に次の各号に掲げる書類を添えて、市長へ申請しなければならない。

⑴　事業計画書（第５号様式）

⑵　補助金等交付申請に係る誓約書兼同意書（第６号様式）

⑶　賃貸借契約書のひな型

⑷　建物全部事項証明書

⑸　賃貸人の納税証明書

⑹　申請者が補助対象住宅の所有者ではない場合は、申請者が所有者の代わりに集金管理を行

うことを示した証明書

⑺　その他市長が必要と認める書類

２　賃貸人は、翌年度も継続して家賃低廉化補助金の交付を受けようとする場合は、３月末日ま

でに交付申請書に、前項に掲げる書類及び当該家賃低廉化補助金に係る賃貸借契約書の写しを

添えて市長に提出しなければならない。

　（家賃低廉化補助金の交付決定）



第９条　市長は、前条に規定する申請があったときは、当該申請に係る書類等を審査の上、適当

と認めたときは、補助金の交付を決定し、家賃低廉化補助金交付決定通知書（第７号様式）に

より賃貸人に通知するものとする。

　（賃貸借契約の締結）

第10条　賃貸人は、前条に規定する決定通知書が交付された後に入居予定者と賃貸借契約を締結

するものとする。この場合において、賃貸借契約は、普通建物賃貸借契約又は高齢者の居住の

安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）第54条に規定する終身建物賃貸借契約による

ものとする。

　（賃貸借契約書の内容）

第11条　賃貸人は、入居予定者と補助対象住宅の賃貸借契約を締結するときは、次に掲げる事項

を契約の内容に含めなければならない。

⑴　入居者は、補助対象住宅を他の者に貸し、又はその入居の権利を他の者に譲渡してはなら

ないこと。

⑵　入居者は、補助対象住宅に入居した日から14日以内に、入居者等の住民票の写しを賃貸人

に提出しなければならないこと。

⑶　入居者は、毎年度６月末までに、第４条第１項に規定する入居資格について、第５条第２

項に定める申請を行わなければならないこと。なお、第５条第３項に規定する入居資格確認

通知書は、通知日から14日以内に、その写しを賃貸人に提出すること。

⑷　市から家賃低廉化に係る補助金が交付される場合、家賃額から当該家賃低廉化補助金の額

を控除した額を入居者負担額とすること。

⑸　入居者が不正な行為によって入居したとき、又は入居者が暴力団員等であることが判明し

たときに補助対象住宅に係る賃貸借契約を解除すること。

２　賃貸人は入居予定者に対し、前項に定める事項について説明しなければならない。

　（入居届）

第12条　賃貸人は、入居者と補助対象住宅の賃貸借契約を締結したときは、入居者が補助対象住

宅に入居した日から30日以内に、入居届（第８号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提

出しなければならない。

⑴　契約締結後の賃貸借契約書の写し

⑵　入居資格確認通知書の写し

⑶　補助対象住宅に入居した者の住民票の写し　

　（退去届）

第13条　賃貸人は、入居者が退去した場合、賃貸借契約が終了した場合又は入居者が死亡した場

合は、退去した日又はその事実を知った日から３０日以内に、退去届（第９号様式）を市長に

提出しなければならない。

　（家賃低廉化補助金交付申請内容の変更）

第14条　賃貸人は既に提出した交付申請書等の記載事項に変更が生じたときは、変更申請書（第

10号様式）により、速やかに市長に申請しなければならない。

　（家賃低廉化補助金の実績報告）

第15条　賃貸人は、各四半期において入居者に係る家賃を低廉化した費用の実績報告を実績報告

書（第11号様式）により、各四半期の末日までに行わなければならない。

　（家賃低廉化補助金の額の確定）

第16条　市長は、前条の実績報告書を受理したときは、報告内容を審査し、家賃低廉化補助金の

交付決定の内容に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、家賃低廉化補助

金額確定通知書（第12号様式）により賃貸人に通知する。

２　前項の規定にかかわらず、市長は、前項の規定により確定した家賃低廉化補助金の額が第９

条の規定により決定した額と同額である場合は、前項に定める賃貸人への通知を省略すること

ができる。

　（家賃低廉化補助金の交付請求）

第17条　賃貸人は、前条の通知を受けたときは、速やかに補助金交付請求書（第13号様式）を市

長に提出しなければならない。



２　市長は、前項に規定する請求を受けたときは、当該請求に係る補助金の算出内容を審査し、

適当と認めるときは、速やかに賃貸人に補助金を交付するものとする。

　（家賃低廉化補助金の申請の代行）

第18条　補助対象住宅の管理を受託した者は、賃貸人の委任を受けて第８条の規定による交付申

請、第15条の規定による実績報告、第17条の規定による交付請求を賃貸人に代わって行うこ

とができる。

　（家賃低廉化補助金の継続必要性の審査）

第19条　同一入居者が３年を超えて家賃低廉化補助を行う場合は、市長は、３年ごとに当該入居

者の家賃減額補助の継続必要性の審査を行う。

　　　第３章　家賃債務保証料等低廉化補助事業

　（補助対象住宅）

第20条　家賃債務保証料等低廉化補助対象住宅（以下、この章において「補助対象住宅」とい

う。)は、第３条第１号、第４号から第７号までに掲げるすべての要件を満たす住宅とする。

（家賃債務保証料等低廉化補助金の対象者）

第21条　家賃債務保証及び孤独死又は残置物に係る保険（以下「家賃債務保証等」という。）に

係る料金（以下「家賃債務保証料等」という。）の低廉化に係る補助（以下「家賃債務保証料

等低廉化補助金」という。）は、次に掲げる要件のいずれにも該当する場合に、家賃債務保証

等を行う者に対し交付する。

⑴　家賃債務保証料等の低廉化を行う者が次のいずれかに該当する者（以下「債務保証業者

等」という。）であること。

ア　法第20条第２項に規定する家賃債務保証業者

イ　法第40条に規定する住宅確保要配慮者居住支援法人

ウ　保険業者

⑵　家賃債務保証等の対象者が、第４条に規定する家賃低廉化補助対象住宅への入居者資格を

みたしていること。

⑶　債務保証業者等及び賃貸人が入居者に保証人（家賃債務保証等を行う者を除く。）を求め

ないこと。

⑷　家賃債務保証等に係る料金が適正な水準にあること。

⑸　債務保証業者等（法人にあっては代表者又は役員、法人格を持たない団体にあっては代表

者）が暴力団員等でないこと。

２　前項第２号の入居者資格の確認についての事務は、第５条第１項及び第３項の規定を準用す

　る。

　（家賃債務保証料等低廉化補助金の額）

第22条　家賃債務保証料等低廉化補助金の額は６万円を上限とし、入居時に生じた初回の家賃債

務保証料等の額とする。

　（家賃債務保証料等低廉化補助金の交付申請）

第23条　債務保証業者等は、家賃債務保証料等低廉化補助金の交付を受けようとする場合、交付

申請書（第４号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長へ申請しなければならない。

⑴　事業計画書（第５号様式）

⑵　補助金等交付申請に係る誓約書兼同意書（第６号様式）

⑶　賃貸借契約書のひな型

⑷　家賃債務保証等に係る契約書のひな型

⑸　入居資格確認通知書の写し

⑹　その他市長が必要と認める書類

　（家賃債務保証料等低廉化補助金の交付決定）

第24条　市長は、前条に規定する申請があったときは、当該申請に係る書類等を審査の上、適当

と認めたときは、補助金の交付を決定し、家賃債務保証料等低廉化補助金交付決定通知書（第

14号様式）を賃貸人に通知するものとする。

　（債務保証の契約）



第25条　債務保証業者等は、前条に規定する決定通知書が交付された後に入居予定者と家賃債務

保証等の契約を締結するものとする。この場合において、家賃債務保証等の契約の内容は、交

付要綱第４第８項の規定を満たすものでなければならない。

　（家賃債務保証料等低廉化補助金の変更申請）

第26条　債務保証業者等は既に提出した補助金交付申請書等の記載事項に変更が生じたときは、

変更申請書（第10号様式）により、速やかに市長に申請しなければならない。

　（家賃債務保証料等低廉化補助金の実績報告）

第27条　債務保証業者等は、入居予定者と家賃債務保証等の契約を締結したときは、契約を締結

した日から起算して15日以内に、実績報告書（第11号様式）を市長に提出しなければならな

い。

　（家賃債務保証料等低廉化補助金の確定）

第28条　市長は、前条の実績報告書を受理したときは、報告内容を審査し、家賃債務保証料等低

廉化補助金補助金の交付決定の内容に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定

し、家賃債務保証料等低廉化補助金額確定通知書（第15号様式）により債務保証業者等に通知

する。

２　前項の規定にかかわらず、市長は、前項の規定により確定した家賃債務保証料等低廉化補助

金の額が第24条の規定により決定した額と同額である場合は、前項に定める債務保証業者等へ

の通知を省略することができる。

　（家賃債務保証料等低廉化補助金の交付請求）

第29条　債務保証業者等は、前条の通知を受けたときは、速やかに補助金交付請求書（第13号様

式）を市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の規定により請求を受けたときは、当該請求に係る補助金の算出内容を審査し、

適当と認めるときは、速やかに 債務保証業者等に家賃債務保証料等低廉化補助金を交付するも

のとする。

　　　第４章　雑則

　（補助金の上限額）

第30条　一の家賃低廉化補助金及び家賃債務保証料等低廉化補助金の補助対象住宅において、第

６条の規定による家賃低廉化補助金及び第22条の規定による家賃債務保証料等低廉化補助金の

合計額は、年あたり48万円を限度額とする。

　（書類の整備）

第31条　補助金の交付を受けた賃貸人又は債務保証会社等は、補助金に係る帳簿その他の書類を

整備し、補助事業の完了した日又は管理期間の終了した日の属する会計年度の翌年度から起算

して５年間保存しなければならない。

　（守秘義務）

第32条　賃貸人及び債務保証会社等は、業務等を通じて知り得た個人情報を他に漏らしてはなら

ない。

　（補則）

第33条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、令和８年４月１日から施行する。


